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三田五丁目西地区の地権者の皆さま、 

 

2021年 4月 9 日 

再開発勉強会有志 

【かわら版第 6号】 

「準備組合」って何だろう？ 
 

再開発の話になると必ず窓口として登場する「準備組合」。 

再開発を行うための公的組織と勘違いされている方もおられる

ようですが、その実体は「法人格すら持たない任意団体」です。 

簡単に言えば「準備組合」は私たちが仲間同士で作る「カラオケ

同好会」などとさほど変わらぬサークルだと言うことになります。 

法人格のない組織なので単独では銀行借り入れもできません。

「信用」も「賠償責任能力」もない組織ですから当然のことです。 

港区へ「準備組合」の相談に行っても、「区は直接関与はしない

ので住民同士で話あってほしい」と相談にものってくれません。 

その様な団体なので、先方が「個別面談」を申し入れて来ても実

は会わなければならない義務はないのです。ご存知でしたか？ 

 

その様な「準備組合」が私たちに対し「同意書」を提出し、 

資産の処分を彼らへ一任しろと言ってくるのですから、 

なんだか不自然な不動産の取引話だと思いませんか？  

 

「同意書」以外に「個票」にも問題が！ 

「準備組合」は近々私たち地権者に対し資産と床面積を示した

「個表」を配布するとしています。しかし、こちらも説明会資料を

よく見れば「個票」には「概算です」、「目安です」、「想定です」、

「未確定です」などと随所に書いてある。これでは「個票」にどん
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な数字だって書き込めてしまう。疑う訳ではないが、地権者が喜

ぶような数字を意図的に載せることで「同意を貰うための見せ球」

として使うことだってできてしまう。ましてや発行元が任意団体と

なれば、「個票」の信頼性そのものが大きく低下してしまいます。 

連名でも良いので住友不動産の社印は貰っておきましょう。 

 

私たちが再開発に同意する前に必ず取付けておくべきは、 

以下のような具体的事項の確約です。 

１．「土地が床」に変わることで生じる償却上の損失の補てん 

２ 現在の総床面積に対し、新居で貰える床面積（=最低面積） 

３．新居へ移転後の維持管理費の具体的な額（又は上限額） 

これらは「目安」や「想定」ではなく確定数字が必要となります。 

 

●再開発は不動産取引です！ 

私たちは大切な土地を手放す以上、再開発後に貰える「資産」

と新居での「生活再建」を確認してから「同意書」にハンコを押す

ことが必須です。「目安」、「想定」、「未確定」の段階では決して

同意を行うべきではありません。後日トラブルのもととなります。 

●不動産取引にトラブルは付きものです！ 

取引規模が大きいだけに、やはり賠償責任能力を有する企業と

の取極めが必須です。「準備組合」が相手では裁判へ訴えるこ

とも難しく、相手が「準備組合」では損失の回収もできません。 

 

「同意書」も「個票」も先日の説明会の資料では「目安」、「想定」、

「未確定」、「例」、などと記されていますので、先ずは事業者側

が出して来る最終案を見てから判断したいものです。 

 

(世話役：佐々木光子 h7835575@yahoo.co.jp) 
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